
森 保宏氏

（名古屋大
学大学院 ）
資料に加筆

構造計算のルート（現在の耐震規定）

中小地震動で構造が無被害（約0.2gの加速度）

→ 剛構造が基本（大きく変形しない）

大地震動で構造が倒壊せず（約1gの加速度）

2000年に導入

超高層建築（柔構造）

４５ｍを超える建築物
は、構造評定が必要

構造計算不要

構造計算必要

免震・制震建築など特殊建築も超高層と同様

→ 剛構造

1981年

層間変位と層間変形角
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地震荷重（水平力）から
層せん断力へ
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各階水平力
（地震荷重）

Pi: 各階水平力（地震荷重）
Q: 各部材せん断力

層せん断力係数：
建築基準法・新耐震設計法（1981）
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１次設計（中小地震）：C0=0.2
２次設計（大地震） ：C0=1.0



地域係数Ｚ
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歴史データから得られた係数：

・歴史上、地震の少ない地域
の係数は小さい

・沖縄県は1972年米国から

日本に返還。係数の継続性
より値が小さい

⇒活断層など再現期間の長い
地震は考慮していない（
2016年熊本地震など）

⇒全国どこでも1.0以上の値を
用いることが望ましい

振動特性係数Rt
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標準的な地震動は周期約1秒以下の短周期成分が卓越するため、

長周期での地震荷重を低減可能とする係数。但し、軟弱地盤ほど低
減できない。標準的な加速度応答スペクトルを無次元化している。

層せん断力係数の高さ方向分布Ａｉ
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建物の揺れを考慮し、低層階より上層階で層せん断力係数が大きく
なることを考慮した係数。長周期の建物ほど、上階の増幅が大きい。

上階

下階

荷重の組み合わせ
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